
余市町住宅取得等支援補助金交付要綱 

  

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、町への定住を目的とした住宅の取得並びに移住定住を目的と

して転入する世帯及び子育て世帯の住宅等の取得を促進するとともに、町におけ

る良好な住環境の形成、町内建設業の振興、宅地の流動化による未利用地の有効

活用を図るため、町が定める区域に土地を購入し、住宅を新築又は購入した者に

対し、当該住宅及び土地を購入する費用等の一部を補助する余市町住宅取得等支

援補助金に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において使用する用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

 （１） 補助対象住宅 自己の居住を目的とした新築住宅及び建売住宅、中古住

宅をいう。 

 （２） 新築住宅 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）その他関係法令に

違反がない令和４年４月１日以降に自己の居住を目的として新築された専用住

宅又は併用住宅（住宅に供する部分の面積が建物全体面積の２分の１以上のも

のに限る。以下同じ。）をいう。 

 （３） 建売住宅 人の居住の用に供したことがなく、建築基準法その他関係法

令に違反がない専用住宅又は併用住宅及びその土地が同時に販売されるものを

いう。 

 （４） 中古住宅  人の居住の用に供したことがあり、建築基準法その他関係法

令に違反がない専用住宅又は併用住宅及びその土地が同時に販売されるものを

いう。 

 （５） 転入者 令和４年４月１日以降に、町の住民基本台帳に記録（以下「住

民登録」という。）され、当該住民登録の日前１年間において当該住民登録のな

い者をいう。 

 （６） 子育て世帯 第８条に規定する交付申請の際において、次条の補助対象

者が扶養する高校生以下の子が同居する世帯をいう。 

 （７） 町内施工業者 町内に本支店を有する業者及び住民登録を有する個人事

業者をいう。 

 （８） 改修工事 別表に掲げる工事をいう。 

 （９） 指定区域 余市都市計画区域の用途地域をいう。 

  （１０） 補助対象期間 令和４年４月１日から令和７年３月３１日までをいう。 

 （１１） 計画申込期間 令和４年４月１日から令和７年３月３１日までをいう。 

 （補助金の交付基準） 



第３条 町長は、次に掲げる要件を全て満たす者（以下｢補助対象者｣という。）に対

して、予算の範囲内で補助金を交付することができる。 

 （１） 補助対象期間内に次のいずれかに該当することとなった者 

  ア 指定区域において売買により土地を購入（土地の所有権移転登記の受付日

をもって土地の購入とみなす。この号において「土地の購入」という。）し、

当該購入の日から３年度以内（土地を購入した年度を初年度とする。）に新築

住宅を建築する者 

  イ 指定区域において建売住宅（土地の購入を含む。）を購入する者 

  ウ 指定区域において中古住宅（土地の購入を含む。住宅の改修工事を行う場

合は、第６条に規定する計画の申込をした日から１年以内に当該工事を完了

するものに限る。）を購入する転入者 

 （２） 第８条に規定する交付申請の際、補助対象住宅の所在地に住民登録を有

し、現に居住する者（転勤、単身赴任、入院その他やむを得ない事情により、

補助対象住宅に住民登録を有することができない、又は居住することができな

い者を含む。） 

 （３） 新築住宅の建築を目的とする土地の購入に際して、当該土地に対する他

の補助（移転補償は含まない。）を受けていない、又は受ける予定がない者 

 （４） 町税を滞納していない者 

 （５） 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７ 

号）第２条第６号に規定する暴力団員でない者 

 （６） 補助対象住宅の所在地に住民登録を行った日から引き続き当該住宅に５

年以上居住することを誓約する者 

 （７） 補助対象住宅の所有権を２分の１以上有している者（当該所有権の割合

が２分の１の者が２人存在する場合は、いずれか一方の者とする。） 

 （施工業者） 

第４条 この要綱の規定により補助金を受けようとする者の補助対象住宅を建築し、

又は改修する施工業者は、次の各号のいずれかに該当する者でなければならない。 

 （１） 建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条第１項の規定による建設

業の許可を受けている者 

 （２） 所得税法（昭和４０年法律第３３号）第２２９条の規定による事業の開

業等の届出をしている者 

 （３） 営業届の提出をしている者 

 （補助金の額）  

第５条 新築住宅を建築し、又は建売住宅を購入する転入者に対する補助金の額は、 

３０万円に、購入する土地の購入額に１００分の１０を乗じて得た額（２０万円



を上限とする。）を合算した額とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、余市町黒川第一土地区画整理事業の区域において購

入する場合における補助金の額は、５０万円に、購入する土地の購入額に１００

分の１０を乗じて得た額（５０万円を上限とする。）を合算した額とする。 

３ 前２項の場合において、町内施工業者が施工した建築工事における補助金の額

は、各項において算出された額に、５０万円を合算した額とする。 

４ 第１項及び第２項の場合において、子育て世帯における補助金の額は、各項に

おいて算出された額に、子供１人の場合は２５万円、子供２人以上の場合は５０

万円を合算した額とする。 

５ 中古住宅を購入する転入者に対する補助金の額は、３０万円とする。ただし、

土地と建物の購入金額が３０万円に満たない場合は、土地と建物の購入金額を上

限とする。 

６ 前項の規定にかかわらず、余市町黒川第一土地区画整理事業の区域において購

入する場合における補助金の額は、５０万円とする。ただし、土地と建物の購入

金額が５０万円に満たない場合は、土地と建物の購入金額を上限とする。 

７ 前２項の場合において、子育て世帯が、中古住宅を購入後、改修工事（改修工

事に要する費用が５０万円以上（消費税及び地方消費税に相当する額を除く。）で

ある当該工事を町内施工業者が施工したものに限る。）を行った場合における補助

金の額は、各項の額に、当該工事に要する費用に１００分の２０を乗じて得た額

（４０万円を上限とする。）を合算した額とする。 

８ 新築住宅を建築し、又は建売住宅を余市町黒川第一土地区画整理事業の区域に

おいて購入する者（転入者を除く。）に対する補助金の額は、購入する土地の購入

額に１００分の１０を乗じて得た額（３０万円を上限とする。）とする。 

９ 前項の場合において、町内施工業者が施工した建築工事における補助金の額は、

前項において算出された額に、５０万円を合算した額とする。 

１０ 第８項の場合において、子育て世帯における補助金の額は、同項において算

出された額に、子供１人の場合は１０万円、子供２人以上の場合は２０万円を合

算した額とする。 

１１ 前各項の規定により算出された補助金の額に、１，０００円未満の端数があ

るときは、これを切り捨てるものとする。 

 （計画） 

第６条 補助対象者は、補助金を受けようとするときは、あらかじめ計画申込期間

に行う補助対象住宅建築等計画について余市町住宅取得等計画書（第１号様式。

以下「計画書」という。）に次に掲げる書類を添えて町長に提出しなければならな

い。 



 （１） 新築住宅を建築する者又は建売住宅を購入する者 

  ア 土地売買契約書又は土地建物売買契約書の写し 

  イ 土地の全部事項証明書又はその写し 

  ウ 暴力団員でない旨の誓約書 

  エ 補助対象住宅に引き続き５年以上居住する旨の誓約書 

  オ 施工業者が第４条各号のいずれかに該当することを証するもの 

  カ その他町長が必要と認めるもの 

 （２） 中古住宅を購入するが、改修工事は行わない転入者 

  ア 土地売買契約書又は土地建物売買契約書の写し 

  イ 中古住宅売買契約書又はその写し 

  ウ 土地の全部事項証明書又はその写し 

  エ 暴力団員でない旨の誓約書 

  オ 補助対象住宅に引き続き５年以上居住する旨の誓約書 

  カ その他町長が必要と認めるもの 

 （３） 中古住宅を購入し、改修工事を行う転入者 

  ア 土地売買契約書又は土地建物売買契約書の写し 

  イ 中古住宅売買契約書又はその写し 

  ウ 土地の全部事項証明書又はその写し 

  エ 改修費見積書 

  オ 改修工事を行う中古住宅の付近見取図 

  カ 改修工事を予定している箇所及びその内容を示す図面 

  キ 中古住宅の写真 

  ク 施工業者が第４条各号のいずれかに該当することを証するもの 

  ケ 暴力団員でない旨の誓約書 

  コ 補助対象住宅に引き続き５年以上居住する旨の誓約書 

  サ その他町長が必要と認めるもの 

 （計画確認） 

第７条 町長は、計画書の提出があったときは、その内容を審査し、余市町住宅取

得等計画確認通知書（第２号様式。以下「確認通知書」という。）によりその適否

を提出者に通知するものとする。 

 （交付申請） 

第８条 前条の規定により適当と認められた者が、その確認を受けた補助対象住宅

の建築が完了し、又は中古住宅を購入し、若しくは当該中古住宅の改修工事を行

った場合の当該工事が完了し、補助対象住宅の所在地に住民登録を有し、現に居

住し、補助金の交付を受けようとするときは、余市町住宅取得等支援補助金交付



申請書（第３号様式。以下「交付申請書」という。）に次に掲げる書類を添えて町

長に提出しなければならない。 

 （１） 新築住宅を建築する者又は建売住宅を購入する者 

  ア 確認通知書の写し 

  イ 補助対象住宅の所在地に住民登録後の世帯全員の住民票謄本 

  ウ 建築確認済証及び検査済証の写し又はそれに代わる証明書 

  エ 建物の全部事項証明書又はその写し 

  オ その他町長が必要と認めるもの 

 （２） 中古住宅を購入するが、改修工事は行わない転入者 

  ア 確認通知書の写し 

  イ 補助対象住宅の所在地に住民登録後の世帯全員の住民票謄本 

  ウ 建物の全部事項証明書又はその写し 

  エ その他町長が必要と認めるもの 

 （３） 中古住宅を購入し、改修工事を行う転入者 

  ア 確認通知書の写し 

  イ 補助対象住宅の所在地に住民登録後の世帯全員の住民票謄本 

  ウ 建物の全部事項証明書又はその写し 

  エ 改修部分の改修中及び改修後の写真 

  オ 工事請負契約書の写し 

  カ 当該工事代金の領収書の写し 

  キ その他町長が必要と認めるもの 

 （交付決定） 

第９条 町長は、交付申請書の提出があったときは、その内容を審査し、補助金の

交付が適当と認めたときは、余市町住宅取得等支援補助金交付決定通知書（第４

号様式）により、補助金の不交付を決定したときは、余市町住宅取得等支援補助

金不交付決定通知書（第５号様式）により申請者にその旨を通知するものとする。 

 （交付請求） 

第１０条 前条の規定により、補助金の交付決定を受けた者が、町長に補助金の交

付請求をしようとするときは、余市町住宅取得等支援補助金交付請求書（第６号

様式）により行うものとする。 

 （補助金交付決定の取消し） 

第１１条 町長は、次の各号のいずれかに該当すると認められるときは補助金の交

付決定を取り消すことができる。ただし、第３条第６号に定める者が、転勤、単

身赴任、入院その他やむを得ない事情により、補助対象住宅に住民登録を有する

ことができない、又は居住することができない場合は、この限りでない。 



 （１） 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受け、又は受けようとした

とき。 

 （２） その他この要綱の規定に違反したとき。 

２ 町長は、補助金の交付決定を取り消したときは、余市町住宅取得等支援補助金

交付決定取消通知書（第７号様式）により通知するものとする。 

 （補助金の返還） 

第１２条 町長は、前条の規定により補助金の交付決定を取り消した場合において 

既に補助金を交付しているときは、余市町住宅取得等支援補助金返還命令書（第

８号様式）により期限を定めて当該補助金につき返還させるものとする。 

 （補則） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか､必要な事項は別に定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成２８年５月２日から施行し、平成２８年４月１日から適用す

る。 

 （この要綱の失効） 

２ この要綱は、令和９年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、第８条から

第１０条までに規定する補助金の交付、第１１条に規定する補助金の交付決定の

取消し及び第１２条に規定する補助金の返還に関する規定は、なお従前の例によ

る。 

   附 則（平成２９年余市町告示第１６号） 

 この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則（平成３１年余市町告示第２１号） 

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

  附 則（令和２年余市町告示第１０号） 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

  附 則（令和４年余市町告示第１３号） 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則（令和６年余市町告示第６５号） 

この要綱は、令和６年１２月２日から施行する。 

 

別表（第２条関係） 

区  分 改修工事の内容 

増築工事  既存の建築物に新たに住宅部分を建築し、又は既存の住宅部

分以外の部分を住宅部分に変更することにより、住宅部分の床



面積を増加させる工事 

改築工事  既存の住宅部分の一部を取り壊し、その場所に住宅部分を改

めて建築する工事 

修繕工事 住宅の安全性、耐久性及び居住性を向上させるための工事で、

次に掲げるもの 

（１）  基礎、土台、柱、外壁、屋根、床、天井等の修繕工事

又は補強工事 

（２）  間取りの変更等模様替えを行う工事 

（３）  台所、浴室又は便所を改修する工事 

（４）  断熱改修工事、気密改修工事又は遮音工事 

（５）  その他安全、耐久性及び居住性を向上させるために必

要と認められる工事 

設備工事 電気、給排水、暖房、空調等の工事 

 


